
BNPパリバ・アセットマネジメントの
ネットゼロに向けた10のコミットメント

私たちのコミットメントは3つのカテゴリーに分類されます。それぞれが信頼
できる方法でネットゼロの目標を実現する上で重要な役割を果たしてい
ます。特に、私たちの投資とスチュワードシップへのコミットメントは相互に
関連しており、それぞれがお互いの成果から利益を得ることができます。

情報提供用資料

私たちが何に投資し、何に投資しないかは、ステークホルダーが排出量
ネットゼロに対する資産運用会社の誓約を測定する最も直接的な方法
です。私たちは（環境に配慮していないとされる）「ブラウン」から「グリー
ン」への投資に移行します。移行期には、ネットゼロに対応している企業
や脱炭素化を進めている企業に焦点を当てます。また、お客様がネット

ゼロの目標を達成できるようサポートすることにも注力します。

投資

2.
ネットゼロに
沿った投資

2040年までに100%を
ネットゼロに「沿った」投資に

1.
対象とする投資において

カーボンフットプリントを削減

50% 2030年までに

4.
当社の気候や環境関連
テーマ投資を大幅に拡大

5.
ネットゼロ投資への移行
についてお客様と連携

3.
石炭から脱却

EUおよびOECD諸国では2030年までに、
その他の国では2040年までに、石炭事業
から撤退する戦略を持っていない鉱山会社
や、石炭発電を使用している電力会社

には投資しません

スチュワードシップ

6.
気候変動の取り組み
への議決権行使

7.
ネットゼロに関する
エンゲージメント

8.
ネットゼロに沿った
気候政策を提唱

変化を求める際に信頼される存在であるためには、資産運用会社
自らが「有言実行」でなければなりません。私たちは、自社の業務
運営におけるカーボンフットプリントを削減し、10のコミットメント達成

に向けた進捗状況についての透明性を提供します。

業務運営

10.
TCFD2に沿った開示の
進捗状況を報告

9.
当社の業務運営からの
フットプリントを削減

業務運営からの排出量をオフセットし、
エネルギー効率を改善するとともに、より
多くのグリーンエネルギーを使用します
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■ 本資料はBNP Paribas Asset Management FranceなどBNPパリバ・アセットマネジメント・グループが作成した情報提供用資料を、BNPパリバ・アセットマ
ネジメント株式会社が翻訳したもので、特定の金融商品の取得勧誘を目的としたものではありません。また、金融商品取引法に基づく開示書類ではありません。
■ BNPパリバ・アセットマネジメント株式会社は、翻訳には正確性を期していますが、必ずしもその完全性を担保するものではありません。万一、原文と和訳との
間に齟齬がある場合には、英語の原文が優先することをご了承下さい。
■ 本資料における統計等は、信頼できると思われる外部情報等に基づいて作成しておりますが、その正確性や完全性を保証するものではありません。
■ 本資料中の情報は作成時点のものであり、予告なく変更する場合があります。
■ 本資料中の過去の実績に関する数値、図表、見解や予測などを含むいかなる内容も将来の運用成績を示唆または保証するものではありません。
■ 本資料で使用している商標等に係る著作権等の知的財産権、その他一切の権利は、当該商標等の権利者に帰属します。
■ BNPパリバ・アセットマネジメント株式会社は、記載された情報の正確性及び完全性について、明示的であるか黙示的であるかを問わず、なんらの表明又は
保証を行うものではなく、また、一切の責任を負いません。なお、事前の承諾なく掲載した見解、予想、資料等を複製、転用等することはお断りいたします。

30% 2025年までに

1. NZ:AAAフレームワークについては、当社の「Net Zero Roadmap」をご確認ください

2030年までに60%をネットゼロを「達成中」
もしくは「沿った」、「沿っている」投資に1

資産運用会社は資産配分を決めるオーナーとして重要な役割を
担っています。私たちがどのように議決権を行使し、企業や発行体
にエンゲージメントを行うか、そしてネットゼロに沿った政策提唱を行

うことは、企業や国をネットゼロの道に導くカギとなります。

意味のある株主提案
への議決権行使

企業がカーボンフットプリントを報告する
よう促し、温室効果ガス排出の大きい
企業・国が2050年かそれ以前にネット

ゼロを達成できるよう促します

私たちの投資が2050年かそれ以前
に排出量ネットゼロを達成できるよう

エンゲージメントを行います

気候変動に対する企業の取り組み
を加速させるため当社からも独自の

提案を行います

私たちのロビー活動が、2050年かそれ以前にグローバルで排出量
ネットゼロを達成することを確実にサポートするよう努めます

2. TCFDは、財務諸表における気候関連の開示を改善し、増加させることを目指しています。
詳細は、Task Force on Climate-Related Financial Disclosures | TCFD) (fsb-tcfd.org)
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